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北 海 道 に お け る景 気 変 動

道 民 所 得 に よ る 分 析 一

地 主 重 美

第1節 序

昭和33年 の経 済白書が 日本経済に景気変 動の復活 を うた ってい らい,景 気

変動に関す る実証 的分析が ここ数年 来活 発に行 なわれ,所 得分析,計 量経済

学的モ デル分析,デ フ ユージ ョソ ・イ ソデ ックス分析等,視 点をか え,方 法

をか えた各種の分析が盛行 を きわ めてい る。 さ らに これは経済成長問題 とも

重合 して,長 期,短 期 の 経済予測 について も 鋭 い政策論争 を もた らしてい

る。

北海道経済 の循環的変動 につ いて も看過で きない事 実認識が二,三 の論者
ロ ノ

に よって指摘 され たが,北 海道経 済開発 とい う長期的経済政策 の大勢 に圧倒

され て,景 気変 動分析がそ の本来的 な位置を与 え られ るまでにはい た らなか

った。

ここでは主 と して道民所得 と,こ れに関連す る若干 の統計 資料 を用い て,

道民所 得か らみた北海道景気変 動の実態 を分析 してみ よ う。所得 資料 は 目下

の と ころ年次 デー タ しか入手で きないた め,当 然 の ことなが らご く短期 の変

動は捨 象 され る。

ここで とりあげ る第1の 問題 は,北 海道経済に景気変 動がはた して観察 さ

れ るか ど うか の事実認定,つ ま りfact-findingで あ る。第2は,も しこれが

存在す るもの とすれば,北 海道 におけ る景気変 動 のそ もそ もの特質 は何 であ

るか を明 らか にす ることであ り,全 国 の景気変 動 との対比を試 み る。 第3は

(1)北 海道拓殖銀行調査部,北 海道の景気動向指数,調 査月報 昭和38年4月
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この特質の よって生れ る原 因を 解 明す ることであ り,こ れを まず,需 要構

造,生 産構造,分 配構造 について究 明す る。第4は と くに生産構造 を と りあ

げ,そ の変動 の説 明要因 と して と くに雇用問題に注 目し,雇 用変動効果,生

産性変 動効果,な らびに雇用(就 業)構 造変動効果を 明 らかにす る。 さ らに

生産性変動 を引 き起 した技術革新を重視 し,生 産要素 の賦存状 態,技 術状態

か ら労 働 と資本 の代替関係 を示す定量 的変 化を概算 してみ ることにす る。

第2節 北海道における景気変動 とその特質

資料 の関係上,昭 和28年 か ら昭和36年 にわた る北海道経済 の変 動を検討 し

てみ ることにす る。 この時期 は,戦 争 の荒廃か ら漸 く復 興 し,人 口1人 当 り

の所得水準でみ るか ぎ り,戦 前水準 に封達 した時点か ら,そ の後急速 な成長

を とげ た と驚 くべ き伸長期 ミにあた ってい る。全 国デー タでみ るか ぎ り,第

1図 の よ うに,実 質生産国民所得 の絶対水準 は成長一途をた ど り,い わゆ る

循環 的変 動を看取す ることはで きない。長期成 長波動が循環変 動を相殺 して

い るか らであ る。ただ対前年伸率を とってみ ると,か な り明瞭 な循環を観 察

で きる。戦後の北海道経済 の変 動に も,そ の他全国 の変動 に よる波及効果に

第1図 道 お よび全国の所得水準

?oo・

6eee

称

得

treoo

勉の

3・・。億 留ユ7脚 暫sc,σ 剛

7
ク/

t`t'

「3

εユ

`'

「o

0
厚

?
,

6}9,q

肉

民

称

得

1



!

曾「

北海道における景気変動(地 主)

第2図 所 得 成 長 率

轟

1ハ

ll

〔

一3一

ノ



4一 商 学 討 究 第15巻 第3号

も とず くものが 大 きい と予 想 され,し た が っ て実 質 所 得 の 絶対 水 準 で は下 降

を経 験 す る こ とはな か った とみ られ る。第1図 お よび第1表 に よる と,実 質

分配 道 民 所 得 は予 想 通 り成 長 一 途 を 記録 して お り,た だ実 質 生 産 道 民 所 得 が

昭 和29年 に わ ずか に減 少 したほ か は,絶 対 水 準 が 全 く低 落 して い な い 。 しか

し,第2図 お よび第3表 の対 前 年 伸 び率 では か な り鮮 明な循 環 運 動 を み る こ

とが で き る。 生 産道 民 所 得 の伸 び率 で は,昭 和29年,昭 和31年,昭 和33年 の

3つ の谷 が 記 録 され,昭 和30年,昭 和32年,昭 和35年 の3つ の 山が 記録 され

て い る。他 方,分 配 道 民 所 得 で は 昭 和29年 の谷 が 観 測 され ない 点 を 別 とす れ

ば,生 産所 得 伸 び率 の場 合 と全 くひ と しい 山 と谷 が示 され て い る。 した が っ

て 全 国 の場合 と同 じよ うに伸 び率 に 関 して循 環 運 動 が 存在 した と認 め て よい

ので あ る。 わ れ わ れ が こ こで 景気 循 環 とい うの は これ を い うの で あ る。

しか しなが ら,北 海 道 の 景 気循 環 が 全 国 のそ れ と全 く同 じで あ るわ け で は

ない 。第1に 全 国 で は昭 和29年,昭 和33年 に谷 が,昭 和31年,昭 和35年 に 山

が 観 測 され るの に,北 海 道 経 済 に み られ る よ うな 昭和31年 の深 い谷 と,こ の

前 後 の 山 は看 取 され な い。 つ ま り北 海 道 の景 気 循 環 は 全 国 の そ れ と完 全 に 同

調 的 で は な い の で あ る(昭 和29年 の谷 とそ の前 後,昭 和35年 の 山 とそ の前 後

は 同調 的)。 昭 和31年 の北 海 道 の 不況 は,異 常 な気 象 条件 に よる深 刻 な 農業

凶作 が そ の原 因 で あ る。 これ は北 海 道 経 済 が いぜ ん と して 農業 支 配型 経 済 で

あ るた め,農 業 部 門 の豊 凶 が景 気 変 動 を 支配 し,い わ ぽ 太 陽 黒 点 説 が な お か

な りの 発 言権 を もって い る こ とを意 味 して い る。 これ を北海 道 型 景 気変 動 の

第1の 特 質 とみ て よい。

い ま昭和28～36年,お よび昭 和32～36年 の成 長趨 勢 線 を計 算 してみ る と次

の通 りで あ る。

a)昭 和28～36年 の趨 勢 線

実 質 生 産 道 民所 得

Yt・=8.479eO・c89t(1.1)・

(一単位1,000億 円,昭 和32年 のtニo)



北海道における景気変動(地 主)

実質生産国民所得

Yt嘗13,703eO・ 。95t

b)昭 和32～36年 の趨勢線

実 質生産道民所得

Y,・=8.664eO・os7t

実質生産国民所得

Yt=13.879e。114t

(単 位 兆 円,昭 和32年 のt=O)

(単 位1,000億 円,昭 和34年 のt=o)

つ ぎに実 際 値 の趨 勢 線 か らの偏 差 率

1実 際値 一 回帰 趨 勢値}

回 帰趨 勢 値

を 計算 して み る と次 の よ うに な る。

(1・1)か らの偏 差 率

(L2)か らの 偏 差率

(1.3)か らの偏 差 率

(1.4)か らの偏 差 率

(単位 兆 円,昭 和34年 のt=o)

2.54%

3.27%

0.85%

2,41%

5一

(1.2)

(1.3)

(1.4)

これは明 らか に,北 海道 の方が全国 よ りも景 気景動 の振 巾が小 さい ことを意

味 してお り,と くに昭和31年 の北海道 の大凶作 を考慮 にいれ ると,北 海道 の

変 動振 巾が全 国に比 して ます ます小にな る。 第3図 は この関係 を 示 してい

る。 これ は北海 道の景気変 動が もつ第2の,し か も最 も顕 著な特質 とみて よ

いだ ろ う。北海道 経済は この意味でやや安定 的な経済 であ ると考 え られ る。

では この原因はなんであ ろ うか 。次 に この問題 につい て,立 ち入 った解 明を

試みてみ よ う。

第3節 需要構造 とその特質

有効需要項日のうち,景 気変動で支配的な役割を果たす資本形成の時系列
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第3図 所 得 成 長
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北海道における景気変動(地 主)-7一

ビ　ク

変 動 に つ い て み る と,第1に そ

の変 動 の振 巾が 小 さ く,第2に

総 資本 形 成 の うち,民 間投 資 の

変 動 が 全 国 のそ れ に比 べ てや や

緩 慢 であ る こ とが 明 ら か で あ

り,第3に 財 政投 資,な か で も

開発 投 資 がbuilt-in-stabilizer

と して景 気 変 動 に対 す る安 定 化

要 因 に な って お り,最 後 に第4

と して,北 海 道 で は 軽工 業 へ の

投 資 が民 間 資本 形 成 の 大宗 を な

して お り,し か も これ が道 民所

得 で み られ る景 気 循 環 と必 ず し

磯1漸 昌9,,.fも 共 変 的 で は な い,と い う こ と

これ で あ る。

9ぎ3エ 憾 ヲ3

まず第4表 で,北 海道 におけ

る総資本形成 とそ の内訳,す な

わ ち民間投資 と 財政投 資 を と

り,財 政投 資につ いては と くに

開発投資 をぬ き出 し,そ の各 々

につ いで対前年差,お よび対前

年 伸び率を示 した。第5表 及 び

第4図 か ら全国総 資本形成 の対

前年 伸び率 をみ ると,最 近 時に

な るほ ど北 海道 のそれに比べ て

振 巾が大 き くな ってい る。 また

(2)北 海道開発庁開発計画課 「資本形成調査中間集計表」昭和36年11月
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第4図 投 資 増 加 率(1>
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北海道における景気変動(地 主)

第5図 投 資増 加 率(2)
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財政投資 の振 巾で は,全 国

のそれが北海道 のそれ よ り

も大 きいばか りでな く,景

気変 動 と共変 的であ り,景

気変 動の振 巾を拡 大 させ る

いわば不安定 要因 と して作

用 してい る。 これに反 して

北海道 の財政投 資の対前年

伸 び率は景気変動 の動 きに

逆 行 し,変 動への相殺的作

用をな してい る。 さ らに第

5図 で示 され るよ うに,昭

和30年 以降 にな ると全国 の

民間資本形成 の振 巾が道 の

それを 大 き く上 廻 り,か

つ,そ れが国民所得 の変動

と共変 的であ る。北海 道に

おいて,昭 和33年 の景気後

退期 が全国におけ るほ どの

シャープな落ち こみな しに

経過で きたのは,道 の民間

資本形成 の増 大,と りわけ

設備投 資の急増 に支え られ

た ものであ る。第6表 は総

資本形成 に対す る財政投資

の割合を示 した も の で あ

る。 これに よると北海 道 の
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財政投 資構成 比は全 国のそれ よ りもやや大 き く,こ れが安定化作 用の有力 な

一 翼をに なってい る。 さ らに北海道 の 財政投 資 のなかには 中央政府関係機

関,お よびその他 の中央政 府企業 の資本形成 を除外 してい るか ら,こ れ らを

加 え ると道 の財政投 資比率は さ らにか な りの大 きさにな るだ ろ う。第7表 で

は総 資本形成 の変 動 に対す る財政投 資お よび民間投 資のそれ ぞれの寄与率を

概算 してみた。民間投 資の寄与率 が きわめて高 い ことが一一目して 明 らか で あ

る。 また,こ の期 間の総 資本形成 に 占める財政投 資,民 間投 資の平均構成比

はそれぞれ30%,70%で あ り,民 間投 資が総資本形成 の大宗であ ることは明

らかで あ る。そ こで民間投 資の製造業に おけ る産業別変動態 様を さ らに立ち

い って検討 してみ よ う。

第8表 は製造業 の産業中分類民 間投 資の変動 を示 してい る。 この期間にお

け る製造業で の民間投資をその大 きさの順 に ラ ソクす ると次 の通 りであ る。

1食 料品,2パ ル プ,3鉄 鋼,4木 材,5窯 業,6化 学

これか らも明 らか な よ うに,鉄 鋼,化 学を別にす る と,い わゆ る軽工業へ の

投 資が民間資本形成 の大勢 を 占め,そ の上 これ ら軽工業投 資が道 民所得 にみ

られ る景気循環 と必ず しも同調的 ではな く,と くに昭和33年 の谷では,軽 工

業投 資の約半数が山を記録 してい る。 これが需要構造にみ られ る安定 化要因

の1つ に数 えあげ られ る。

第4節 生産構造 とその特質

北海道 経済の生産構造 には景気変動を緩 和 させ る とみ られ るい くつか の特

質が看取 され る。

a)第1次 産業の所 得構成 比が対全 国比 で相対的に高 く,第1次 産業が

いぜ ん と して重要 な ウエ ー トを もっている。第9表,第10表 を参 照せ られた

い。い ま見通 しを よ くす るために各産業 の所得構成比 を昭和27年 と昭和36年

について比較 してみ ると次 の よ うにな る。



北 海 道

全 国

対 全 国 比

(農 業

北 海 道

全 国

対 全 国 比

北 海 道

全 国

対 全 国 比

北海道におけ る景気変動(地 主)

第1次 産業実質生産所得構成比

昭 和27年

27.4%

24,9

5.9

5.2

日召 禾036年

21.4%

14.7

7,5

6・6)

第2次 産業実質生産所得構成比

昭和27年 昭和36年

32.0%30.4%

31.438.8

5.54.0

第3次 産 業 実 質 生 産 所 得 構 成 比

昭 和27年 昭 和36年

40.6%48.2%

43.947.0

5.05.3

一11

メ

第9表 に み られ る よ うに,第1次 産業 生 産 所 得 構 成 比 は この期 間 に や や減 少

して い るに もか か わ らず,対 全 国 比 で は ほ ぼ 着実 に増 加 して実 質生 産 所 得 の

対 全 国比5.1%(昭 和36年)を 大 巾に 上 廻 わ る7.5%を 記 録 し,こ の うち農

業 所得 の対 全 国比 も5.2%(昭 和27年)か ら6.6%(昭 和36年)に 上 り,

5%水 準 を は るか に こえ て い る。 これ に対 して変 動 の 主 導 的産 業 とみ られ る

第2次 産 業 の実 質 生産 所 得 は,対 全 国比 で5.5%(昭 和27年)か ら4.0%

(昭 和36年)へ と漸 減 し・C .の うち鉱 業 生産 所 得 の対 全 国比 は この期 間 に高

ま って い るが(16・5%か ら23・0%),成 長 産 業 た る製 造 業,建 設 業 の対 全

国比 は これ に反 してか な り低 下 してい る(製 造 業 は3.1%か ら2.7%に,建 」

設業は8.4%か ら5.6%に)。 これは全 国の構i成比に比べて第1次 産業 の比

重が相対的に高 ま り,反 面循環変 動に敏感 な製造業 の比重 を相対的に低下 さ
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せ ることに よって生産構造 的にみて安定 化傾 向を もっている ことを示 してい

る。全国の産業 別生産所得構成比に対す る北海 道 の産業別所得構成比 の比率

を特化係数を よぶ ことに しよ う。第ll表 はその計算結果で ある。特化 係数 の

定 義か ら,こ の値 が1よ り大 きい ときには特化度が高 く,1よ り小 さい とき

には特化度 の低い こ とを意味 してい る。北海道 の第1次 産業 は,昭 和29年 と

昭和31年 の不況期に特化係数が1以 下に なった ほかは すべ て1よ りも大 き

く,し か も期 間の経過 とともに着実に上昇 してい る。 これに対 して第2次 産

業 は景 気循環 に関係な く一途 に低下 し,し か も1以 下 であ る。 と くに所得構

成 比 の大 きい製 造業 の特化係数が きわめて低 く,し か も微減 してい る。 ここ

か ら,北 海 道経済は第2次 産業生産所 得構成比 が高 いに もかか わ らず,第1

次産業特化型経済 とい うことがで きる。第6図 では この関係を画いてい る。

さ らに道 民生産所得変 動への産業別寄与率を概算す ると 第12表 のよ うにな

る。 明 らかに昭和29年,昭 和31年 の景気後退が第1次 産業,と くに農業凶作

に起 因す ることを物語 ってい る。 しか し昭和33年 以後 は第1次 産業 の変動寄

与率 は低下 し,逆 に第2次,第3次 産業 の変動寄与 率が相対的に高 くなって

い る。

b)振 幅縮少的生産構造

昭和28年 ～昭和36年 についてみ る と各産業 部門におけ る変動振 幅の平均 的

大 き さは次 のよ うに ラ ンクされ る。

北海道 全 国(カ ツコ内は所得構成比順位)

第1次 産業1(3)2(3)

第2次 産業2(2)1(2)

第3次 産業3(1)3(1)

第3次 産業 を別にすれ ば,全 国で は,生 産所得構成 比で第2位 に ラ ンクされ

る第2次 産業 の振 幅が最大であ るのに対 して,北 海道で は生産所得構成 比が

第3位 の第1次 産業 の振幅が 最大であ る。 と くに北海道第1次 産業 の平均振
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幅が大 きいのは昭和28年 ～32年 に この部門が きわ めて シャープな循環変 動を

したためであ り,そ の後 は第2次 産業 の振幅の方 が第1次 産業 のそれ よ りも

相対的に大 き くな ってい る。 以上 の点を考慮 して も,北 海道経済 の所得変動

の振 幅 は,一 般に変 動感応度が高 く,か つ また変動始発因 として有力な第2

次産業 よ りも,第1次 産業に よって支配 され てい ることを示 し,こ れが全 国

に比べ て変動 の振 幅を よ り緩慢 に してい る原 因であ ると考 え られ る。

c)産 業別附加価値生産性 の変 動

第13表,第14表,第15表 か ら明 らか な よ うに,北 海道 の就業 人 口1人 当 り

附加価値生産性が第1次 産業,第3次 産業 におい てきわめて高 く,第2次 産

業 において相対的に低い。 これ に対 して全国 のそれ は第2次 産業 と第3次 産

業 で相対的に高い。 これ は景気変動 の促進効果が概 して小 さい とみ られ る第

1次 産業 の生産性 の振 幅が全国 に比べてか な り高 い ことか ら,北 海道に おけ

る景気変 動をや や安定化 させ てい る原因で はないか と思われ る。

次に全体 の生産性 と産業 別生産性 との比,す なわ ち比 較生産性 を計算 して

み ると第16表 の結果がえ られ る。 この表か ら第1次 産業 の比較生産性 が北海

道,全 国 ともに1以 下で,経 済全体の平均生産性 の約50%か ら60%で あ る

こと,第2次 産業 お よび第3次 産業 の比較 生産性 が北海 道 と全 国に おい て,

と もに1以 上で あ るが逓減傾 向の存 在す ることが 明 らか であ る。 さ らに注 目

すべ きことは,北 海道 の第2次 産業 比較生産性 水準が全国のそれ よ りも高か

ったが,こ れが急落 してほぼ全 国水準 ない しそれ以下に まで低落 した こと,

このほぼ全期 間にわた って,北 海道 の第2次 産業 比較生産性 が第3次 産業比

較生産性 よ りも高か ったのに対 し,全 国で は逆に第3次 産業 の比較生産性 が

第2次 産業 がそれ よ りも高 く,期 間の終 り頃(昭 和35年 以降)に な っては じ

めて大小関係が逆転 した ことであ る。 しか し,こ れ よ りもさ らに一層興味 あ

墜
る点は,道 の第1次 産業比較生産性が緩慢 な上昇傾 向を もってい るのに対 し

て全国のそれ はほぼ安定 ない し微減 の傾向をみせ てい ることで あ る。い ま第
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1次 産業お よび第2次 産業 の生産性を道 と全 国について比較 してみ ると次 の

よ うに なる。

道 。全 国 生 産 性 比

1皿

昭 和28年

昭 和29年

昭 和30年

昭 和31年

昭 和32年

昭 和33年

昭 和34年

昭 和35年

昭 和36年

1.17

0.92

1.31

0.99

1.39

1.39

1.39

1.40

1.33

1.19

1.18

1.24

1.24

1.19

1.22

1.15

1.02

1.00

この表か ら第1次 産業 が比較優位 な部門で ある ことがわか る。北海道におい

て も第16表 で 明 らか な ように,第1次 産業 の比較生産性 が低いに もかかわ ら

ず第1次 産業 の所得構成比 が高い のは,し たが って特化 係教が高い のは,道

の第1次 産業が対全国生産性比率 において第2次 産業 よ り高 い比較優位 な産

業 だか らであ る。第1次 産業生産道民所 得の全 国 シ ェアが逓増傾 向を もつ の

は この理 由に よる もの と思 われ る。 これが北海道 を全 国に比べてやや安定 さ

せ てい る経済的特質であ ると思われ る。

ただ第2次 産業が伸 び率 の高 い部 門であ ることは北海道の場合に も疑いな

い。 と くに製 造業 は まぎれ もない成長産業 であ る。第19表 の賃金 コス ト指教

でみ る と,製 造業 におけ る賃金 コス トの低落傾 向は著 し く,と くに北海道 の

場合が顕著 であ る。何 故に全国に比べて賃金 コス トが 低 く,そ の低落度のは

げ しい製 造業 生産所得 の成 長が全国のそれ に比較 して緩慢 なのか,と くに北

海道 では軽工業へ の投資率 が大 きい ことを考慮す ると,こ れ は問題 に さるべ

き重要 な ポイ ン トで ある と考え られ る9
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第5節 分配構造 とその特質

北海道 と全国の実質分配所得お よび分配所 得構成 比は第20表,第21表,第

22表 に示 され てい る。 い ま当該期間 の平均 を とってみ ると,分 配構造は次 の

よ うな構成比 を もってい ることがわか る。

得

得

得

得

所

所

主

所

所

労

業

人

産

人

勤

個

法

財

北 海 道

57.6%

31。2

5.7

5.6

全 国

50.7%

33.3

11.9

5.2

北海道 の勤労所 得構成比 は明 らかに全国 のそれに比 して大 き く,第20表 お よ

び第7図 か ら,景 気変 動過 程で勤労所 得 と法人所 得の間 にはか な り鮮 明な競

合関係が看取 され る。 さ らに全国で は,個 人業 主所得 の急 落傾 向が観察 され

るが,北 海道 では この傾 向がかな り緩慢 であ り,し たが って北海道 の個人業

主所 得 と勤労所得 を一緒 に した構成比 は,第22表 のよ うに,全 国構成比 よ り
くヨラ

か な り高 い。個人業 主所得 は性格的 に勤労所 得 と大差はないか ら,両 者 を一

緒に した構成比 が高 くなれ ば経済全体 の消費 需要割合 は高 め られ,経 済 の安

定性を高 め る ことに よって一般に景気変動の振 幅を小 さ くす る傾 向を もつ こ

とにな る。 これ に反 して,全 国 の法人所得 構成比 は北海道 の約2倍 に近 く,

しか も法人所 得は分配所得 の変動 ときれい な共変 関係を示 してい るの}ざ,こ

れが全国の振 幅を相対 的に シャープに してい る分配構造上 の原因 と 思 わ れ

る。 さらに北海 道において,農 業 所得が個人業 主所 得の大宗 をな し て い る

が,昭 和29年,昭 和31年 を別 とすれ ば農業所 得 と道民分配所得 との共変 関係

は不 明確にな ってい るので,こ れが振 幅を緩和 させ る一要 因 として作用 して

(3)個 人業主所得には 勤労所得的性格 と法人所得的性格が混在 してお り,勤 労所

得 よりはかな り変動的であるため,両 者 を一括す ることには問題がある。 しか し

個人業主所得はいはば生業所得 とみて よいか ら,そ の消費パター ンにおいては む

しろ勤労所得に近 いと考え られ る。
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い る もの とみて よい だろ う。

第6節 労 働 生 産 性,雇 用 量 .s雇 用 構 造 変 化

昭和28年 ～昭和36年 の期 間におけ る経済変動を労 働経済の側 面に注 目しな

が ら検討 してみ よ う。 これ は労働 力需給 の変 動が景気変動 の核心 をなす もの

であ ることを必ず しも意味 してい るわけではない。 ただ所得変動 の説 明要 因

として労 働生産性,雇 用量,雇 用構 造変化 の3要 因を とらえ,簡 単 な仮定 の
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第8図 分 配 所 得 構 成 比(勤 労,

勤労所得+個 人業主所得

うヒ 海 直 橋 前 比

ほ ラ

もとで これ らの効果 を概算 してみ るに とどめ る。

景気変 動過程で労 働生産性 が 変 動す ることはす でに 明 らか に した。 しか

(4)こ の手 法 に つ い て は,た とえ ば

G.H.Borts,RegionalCyclesofManufacturingEmploymentinthe

UnitedStates,1914～1953(OccasionalPaperNo・73,

NBER1960)

地 主 重 美,要 素所 得 の地 域 格差 に 関 す る1仮 説,「 経 済 研 究 」 第14巻 第3

号,1963年7月

鎌 倉 昇,資 本 蓄 積 の メ カ ニ ズ ム,「 エ コ ノ ミス ト」昭 不039年S月19日 号
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・S32

・s3t

.隙8

・β33

・sユ9
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甥

北 海 重 騰 幌 比

み るに と どめ る。

い ま 昭和28年 の 各 産 業 の 附 加 価 値 額 に,

(Ns36/Ns2s)を か け る。
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し,こ れ と同時に雇 用

構造お よび雇用量 に大

きな変化 がみ られ るこ

とも容 易に想像 され よ

う。所得 の変動 は,た

とえ労 働生産性 と雇用

量 に全 く変化が な くて

も,雇 用構造つ ま り雇

用量 の産業 部門間構成

比 の変 化に よって も生

み 出 され る。 しか し一

般に雇用構造が変 化す

る場合には雇用 量や労

働生産性 に も影響 を与

え る。 したが って雇用

量,労 働生産性,雇 用

構造 はそ の変 化が相互

に密接 に関連 し,そ の

効 果を分離す る ことは

甚だ困難であ る。 ここ

では仮説 的な概算 を試

当説期 間 の 全就業 人 口比率

これ は各産業 間 の労 働生産性 も就業 構造 も不変 と し

た場合に,も っぱ ら雇用量 の増加 のみに よって生ず る仮説 的な実質道民所得

で あ る・ 次 略 産業 の当該 期 間 に お け る生 産性 比 率(ヱ ・/Y、N
・S36/N,28)を 上 の

各産業 の仮説 的生産所得 にかけ る。 こ うしてえ られた実質生産道 民所得 の計
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測値 は,雇 用 構造 に変 化な く,労 働量 と労 働生産性 の2つ が変動 した ことに

よって もた らされ た仮説的 な実質生産道 民所得であ る。第1の 仮説値か ら昭

和28年 の実 質生産道民所 得 の実際値 を さ しひいた ものは,い わば雇用量増大

効果 とみて よいだろ う。次に第2の 仮説値か ら第1の 仮説値 を さ しひいた も

のを労 働生産性増大効果 と考 える。 最後 に昭和36年 の実質生産道 民所得 の実

際値か ら第2の 仮説値 を さしひいた残 差項を もって雇用構造変動効果を表 ら

わす もの と仮定 しよ う。 さて計算 の手順 と結果 は次 の よ うに なる。

Ns36
=1.78

Ns28

これを昭和28年 の各産業生産所 得にかけた ものが次の値 であ る。

(単位100万 円)

〔A〕193,570皿136,693K183,124

これ に 産 業 部 門 別 生 産 性 比 率 を か け る と次 の通 りで あ る。

〔B〕1181,245fil93,6941271,207

A--Ys2s===62,465(雇 用 量 増 大 効 果)

B--A=232,759(労 働 生 産 性 増 大 効 果)

Y忌36-B・ ・=46,347(雇 用 構 造 変 動 効 果)

これ を 比 率 で 表 らわ す る次 の 通 りで あ る。

雇 用 量 増 大 効 果18.3%

労 働 生 産 性 増 大 効 果68・1%

雇 用 構 造 変 動 効 果13二6%

413,387(合 計)

646,146(合 計)

一方全国 の方 は次の よ うにな る。 なお全国のそれ は昭和30年 ～36年 である。

雇 用 量 増 大 効 果12.2%

労 働生産性増大効果62・6%

雇 用 構 造 変 動 効 果25。2%

労 働生産性増大効果が所 得変 動の60%～70%を 占め ることは道 お よび全国 に

共通 してい るが,雇 用量増大効果 は北海 道において相対的に高 く,雇 用構造

変動効果 は全国 の方が はるか に高 い。 上にのべ た よ うに,全 国 と北海道 でに
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対 象期 間が若 干ちが ってい るために両者 の比較に はあ る程度 の留保が必要で

あ るが,結 果 に大 きな狂い はない。全国 の場合は北 海道 よ りもは るかに急速

な構造変動 に よって経済変 動 を もた らし,あ るいは これに対処 したが,北 海

道 の場合には構造変化 よ りもむ しろ雇 用量の変化 に よって経済変動 を もた ら

し,あ るいは これに対処 した。 これは変動 に対す る構造調 整が北海道 では十

分に行 われず,そ れを主 と して雇用量 の増減 と労働生産性 の変動に よって受

け とめなければな らなか った。換 言す れば,北 海道経済 は構造的伸縮性 を欠

如 し,そ の意味 では不安定 要因をかか え こんでい るとみて よいだ ろ う。 これ

は生産構造 的にい うと,第1次 産業優位型経 済 の 特質 とみ ることが でき よ

う。

上の3つ の効果 を さ らに時 系列的に概算 して,そ の循環変 動過程に おけ る

動態 を探 ってみ ることに しよ う。第10図 はそ の結果であ る。昭和29年,昭 和

31年 に谷 を もつ景気循環期に 第9図 生産所得変動効果

は労 働の平均 生産力が生産所

得 の循環変 動 と同調 して大 巾

に変 動 し,雇 用 量増大効果 と

雇用構造変動効果 は これ と逆

調 して相殺要 因に な っ て い

る。 これは第1次 産業優位型

経済 のため,変 動への適応度

が弱 く,し たが って変動は多

く平均 生産性 の変動 に吸収 さ

れが ちであ る。 しか し,昭 和

34年 以後は 平均 生産性効果 が

やや減退 しなが ら,い ぜ ん と

して景気変 動 と同調的 であ る

が(昭 和33年 を除 く),生 産

7

6

ゆ

ゆ

3●

2,●

ρ
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修
受

集
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第10図 生産所 得の変動説 明要 因 構造 変動効果は昭和34

年 以前 とは逆に生産所

得変動 と同調 し,相 殺

要 因 と して よ りも,む

しろ促進要 因 と して立

ち現 らわれ てい る。 こ

れ は昭和34年 以後,高

度経 済成長 の影響 を う

けて,構 造調 整 も漸 く

活 発に行 われ る よ うに

な った ことを物語 って

い るのでは ないか と思

われ る。

第7節 資本 と

労働の代替

てい るが,最 近 この強 条件 をゆ るめた興味 あ る研究 がな され,

経済成 長を伴 う景気

循環過程で,資 本 と労

働 の間に強い代替関係

が存在 したで あろ うと

い ことは容易に想像で

きるところで あ る。 と

ころが コ ップ ・ダグラ

ス型 生産関数 では この

代用弾力性が1と い う

きつ い条件 が課せ られ

これを不変代
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くの

用弾力性関数(CES関 数)と よんでい る。 ここで も,こ の手法 をそ の まま借

用 して,昭 和30年 と昭和35年 に おけ る北海 道お よび全国におけ る代用弾力性

の推定 を試みた,こ の方法の も う1つ の メ リットは,上 の弾力性 係数 の推定

に資本 ス トックの資料を必要 と しない とい うことであ る。 と くに北海道 の よ

うに この資料を欠いてい る場 合にCES関 数 は はなはだ便利 であ る。

推定 され るモ デルは次の通 りであ る。

VWl
o9τ 司 ・g・+bl・9τ+・

こ こでV/L,W/Lは そ れ ぞ 従 業 員1人1ヵ 月 あた りの附 加 価 値 額,お よび

賃 金 で あ る。 した が って は 賃金 に対 す る附 加 価 値 の弾 力 性 係 数 に 外 な らな い

が,こ れ が 資 本 と労 働 の代 用 弾力 性 係数 に ひ と しい こ と も容 易 に 証 明 で き

る。bの 推 定 結 果 は 次 の通 りであ る。

北 海 道 全 国

昭 和30年1.22061.6364

昭 和35年0.51471.3618

これ か ら代 用 弾 力性 は推 定 され た 昭和30年,昭 和35年 に おい て と もに 全 国 の

方が 北 海 道 よ りも高 く,全 国 に お い て労 働 か ら資本 へ の急 速 な代 替 が 行 わ れ

た ことが わ か る。 つ ぎに,こ の値 が,昭 和35年 の 方が 昭 和30年 のそ れ よ りも

低 く,と くに北 海 道 に おい て これ が 激減 して い る。 も っ と も資料 の関 係 で 昭

和30年 の附 加 価 値,昭 和35年 のそ れ が純 附 加価 値 で あ る こ と,推 定 に用 い た

資料(第23表)は 従 業 員4人 以 上 の事 業 所 の み を カバ ー した もの で あ る こ と

を あ らか じめ考 慮 して お く必 要 が あ る。 さ らに 昭 和35年 の推 定 式 の相 関 係 数

が北 海 道,全 国 と もに か な り低 い こ と も含 ん で おか な けれ ば な らない 。 しか

し,そ れ に して も北 海 道 に おけ るbの 両 年 間 の著 減 はわ れ わ れ の理 解 を こえ

た もの で あ る。

(5)KJ・Arrow,H・B.chenery,Bs・Minhas,andRM・solow,

Capital-LaborSubstitutionandEconomicEfficiency,TheReviewof

EconomicsandStatistics,August1961.
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そ こで この謎を と く1つ の手がか りと して,製 造業 を重化学工業 と軽工業

に二分 し,そ れ ぞれ につ いて代用 弾力性係数bを 推定 してみた。

重化学工業 軽工業

昭 和30年0.7730.690

昭 和35年1・0330・273

昭和30年 の重化学工業,軽 工業に おけ る代用弾力性 に大差がないのに反 し,

昭和35年 に入 ると,重 化学工業 の代用弾力性 の値は軽工業 におけ るそれ の約

4倍 に な り,明 白な両産業 の差異が看取 され,し か も軽工業 の構成比が高 い

ことか ら北海道におけ る昭和35年 の代用弾力性 を低位 にお しさげて しまった

もの と推測 され る。急 速な経済成 長が軽工業,と くに北海道 の軽工業で 資本

と労 働の代替を さまたげた こと,し か も軽工業 が北海道 におい て製造業 の大

宗 であ る ことか ら,北 海道経済 を この意味 で安定 させ た1要 因が ここに もみ

だ され るよ うに思 われ る。 まだ実証 結果 は不十 分で納得 のい く検討が まだ加

え られ ていない し,さ らに注意深 い 検証 をへ た 上で ない とCES関 数の結果

につ いてはは っき りした結論を さしひか えなけれぽな らないが,成 長産業 た

る製造業 の動 向を しる1つ の示唆に はなろ うと思 う。

第8節 結 論

以上,北 海 道経済 ¢)マクロ分析,つ ま り道 民所得 分析に おいて,と くに需

要構造,生 産構造,分 配構造の側 面か ら全国 との対比 を試み,北 海道経済 に

おけ る景気循環の特質を明 らか にす る ことにつ とめた。そ の特 質は一言でい

って北海 道経済におけ る景気変動 の振 幅が小 さい ことであ り,そ の理 由は,

第1に 第1次 産業 と くに農業,水 産業部門の所 得構成 比が きわ めて 高 い こ

と,第2に 変動振 幅の比較的高 い製 造業 の うち,と くに景気変動への感応 度

の低い軽工業 の構成 比が高 い こと,第3に 勤労 所得+個 人業主所得 の よ うな

安定性 の高 い所得 の構成比が高 い こと,第 斗に開発投資等 自動安定 型投 資が

多 い こと等がそれ であ る。 これ らはいずれ も直接,間 接に政府そ の他の公共
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機関 の保護政策 に浴 してい ることに起 因 してい るため,今 後 自由化が さ らに

進行 し,国 際的 な 自由競争に さ らされ る ことにな ると,北 海道 の景気変動 も

そ の様 相を変 えなければ な らないだ ろ う。 さ らに高成長に よる重工業化の テ

ソポが速 まると全 国に対 して相対的に安定 してい る本道 の景気変 動 も変容 を

とげ ざるを えない。 ここにいわぽ安定か成長か とい う困難な問題 をかか え こ

む ことにな る。 これ は道開発の基本問題 に もふれ る難題であ るげ

第1表 実 質 道 民 所 得 (単 位100万 円)

1
実 質 分 配 実 質 生 産 実 質 分 配 実 質 生 産
道 民 所 得 道 民 所 得 道 民 所 得 道 民 所 得一

昭和27年 329,920 330,375 昭和32年 471β70 491,741

昭和28年 344,141 350,923 昭和33年 512,193 525,706

昭和29年 362,195 346,829 昭和34年 561,669 572,541

昭和30年 406,131 418,623:昭和35年 617,720 636,257

昭和31年
1

406・410420・4951 昭和36年 665,965 692,493

資料:昭 和28～32年 道 民所得 白書

昭和33～36年 道 民所得調査報 告

イ ンフ レー ター 昭 和36年=100総 合物価 指数

第2表 実質国民所得と成長率 (単 位10億 円)

実 質 実質 国民 実 質 実 質「国「民
国 民 所 得 所得成長率 国 民 所 得 所得成長率

7 脚

昭和27年 6,114.5 一 昭和32年 8,797.3 8.6

昭和28年 6,604.1 8.1 昭 和33年}9,132.7 3.8

昭和29年

昭 和30年 「

昭和31年

6,718.01.7

旨

7・342引9・3
、

8・098・8110・3il

昭 和34年[10,44L3

昭 和35年112,072.411

昭 和36年13・577・gI

14.3

15.6

12.5

資料:国 氏所得白書
:昭 和36年 価格==100と した総合物価指数に よる実質額を使用
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第3表 道民所得成長率,国 民所得成長率

分配月得成長(
北 海 道)

生 一月得成長
(北 海 道)

昭

昭

昭

昭

昭

和

和

和

和

和

28

29

30

31

32

年

年

年

年

年

昭 和33年

昭 和34年

昭 和35年

昭 和36年

%
4,3

5.2

12.1

0.1

16.0

8.7

9.7

10.0

7.8

%
6,2

1.2

20.7

0.4

16.9

6,9

8.9

11.1

8.8

生 国民月 得
成 長 率

%
8.1

1.7

9.3

lO.3

8.6

3.8

14.3

15.6

12.5

資料:道 民所得白書,道 民所得調査報告 より算出
:昭 和36年 価格==100と した綜合物価指数 による実質額を使用

第4表 北海道における資本形成 (単位 億円)

1昭和27年1昭和・8年1昭和・9年1昭和・・年脚31年1昭 和・・年

(1)総資本形成

(2洞 対前年差

(3)同成長率%

986.81J230.81.225.61,644.3

244。0-5.2418.7

24,8 0.434.2

1,582.2

-62 ,1

3.8

(4)財 政 投 資357.3457.8464.5450.6492.0

(5)同 対 前 年 差100.56.7-13・941・4

(6)同 成 長 率%28・11・53・09・2

1,888.3

306.1

19.4

521.2

29.2

6,0

昭和33年 昭和34年

2,301.7

413.4

21.9

635.3

114.1

21.9

2,713.1

411.4

17.9

713.6

78.3

12.3

(7鵬 牒151 ・5

(8)同対 前年差

(9)同成 長率%

201.9

50.4

33.3

200.9211.5234.6

1.OlO.623.1

0.55.310.9

286.1301.9370.3

51.515.868.4

21.85.518.5

ω民 間 投 資

OD同対前年差

㈱同成長率%

629.5

二

773.0

14・3.5

22.8

761.1

-11 .9

-1 .5

1,193.7

432.6

56.8

1,090.2

-103 .5

-8 .6

1,367.1

276.9

25.4

1,666.4

299.3

21.9

1,999.5

333.1

20.0

「

資料:

:昭 和36年 価格=100と お いた実 質額
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第5表 資 本 形 成 増 加 率

灘 讃饗 加㌔ 騰 罷 迦率匡ri王男難1全 加董
% % % % %i%

昭 和28年 24.8 14.2 28.1 32.3 22.8 5.5

昭 和29年 一 〇。4 一9 。9 1.5 一4
.7

一1
.5

一12 .5

昭 和30年 34.2 17.5 一3
.0 18.5 56.8 17.0

昭 和31年 一3
.8 24.1 9.2 一12

.5
一8

.6 35.0

昭 和32年 19.4 4.4 6.0 11.2 25.4 2.1

昭 和33年 2L9 3.9 21.9 20.6 21.9 一15
.7

昭 和34年 17.9 35.1
8

12.3 16.2 20.0 41.6

資料:北 海道開発局 「北海道におけ る資本形成」,国 民所得白書

第6表 財政投 資比率(対 総資本形成)

国全北 海 道

%

32.4

34.0

34.4

23.2

25.0

32,7

25.3

%

37.2

37.9

27.4

31.1

27.6

27.6

26.3

年

年

年

年

年

年

年

8

Q
/

0

1

2

3

4

へ
∠

弓∠

り
δ

っδ

っ
δ

3

3

 和

和

和

和

和

和

和

昭

昭

昭

昭

昭

昭

昭

第7表 投 資 変 動 寄 与 率

政 府 投 資
北 海 道1全 国

民 間 投 資
北 海 道1全 国

% % % %

昭 和 2 8 年 42(22) 74 58 26

昭 和 2 9 年 一150(25) 17 250 83

昭 和 3 0 年 一 2(2) 37 102 63

昭 和 3 1 年 一 77(42) 一12 177 112

昭 和 3 2 年 9(16) 60 91 40

昭 和 3 3 年 27(3) 172 73 一72

昭 和 3 4 年 18(15) 12 82 88
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第8表 産業 中分類民間投 資 とその変動

昭和30年～昭和34年(北 海道)

1昭和28年 昭和29年1昭和3・年!昭和31年

食

繊

木

パ
出

化

石

ゴ

皮

窯

鉄

金

機

輸

生産道民所得成長率

料

ノレ

送 機

品

維

材

プ

版

学

油

ム
革

業

鋼

属

械

械

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

T

P

P

P

P

P

P

P

P

P

P

T

T

T

T

T

T

T

T

T

P

T

P

P

昭和32年

P

P

P

P

T

P

P

T

T

P

T

昭和33年1昭 和34年

T

P

T

P

T

T

P

T

T

P

P

P

T

T

P

資料:北 海道開発 局 「北海道 の資本形成」

:T(Trough)谷,P(Peak)山

第9表 産業別道民生産所得 と成長率(単 位100万 円)

1 皿

YI △YI/

/YI
YII △YII/

/YII

皿

△YIII/YIII

/YIII
% % %

昭和27年 90,403(27.4) 一 105,575(32.0) 一 134,397(40.6) 一

昭和28年

昭和29年

昭和30年

79,431(22.6)

63,175(18.2)

105,659(25.2)

一12 .2

-20 .5

67.2

116,038(33.0)

112,584(32.5)

118,834(28.4)

9.9155,453(44.4)

-1
:!illl:1蕪;

15.7

10.1

13.5

昭和31年 76,926(18.3) 一27 .2 134,698(32.0) 13.3 208,870(49.7) 7.6

昭和32年 113,910(23.2) 48.0 149,121(30.3) 10.7 228,709(46.5) 9.5

昭和33年 123,699(23.5) 8.6 149,975(28.6) 0.6 252,032(47.9) 10.2

昭和34年 133,778(23.3) 8.2 161,028(28,2) 7.4 277,734(48.5) 10.2

昭和35年 145,372(22.9) 8.9 185,775(29.2) 15.3 305,109(47.9) 9.9

昭和36年 148,035(21.4) 1.8 210,414(30.4)
1

13.3 334,044(48.2) 9.5

資料:道 民所得 白書 より算 出(成 長率)

:昭 和36年 価格=100と おいた実質額

:カ ッコ内は構成比(%)
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第10表 産業 別国民所得 と成 長率

一29一

(単 位10億 円)

1 騒

YI
1
△YI/

/YI
YII △YII/

/YII

皿

Y…i・YIII窟
、、1

昭和27年 1,518.3(24.9)
%

一 1,915.6(31.4)
%

一 2,68。.6(43.9)i

%
一

昭和28年 1,461.3(22.2) 一3
.8 2,098.6(31.9) 9.6 3,044.2(46.2) 13.6

昭和29年 1,470.7(22.0) 0.6 2,113.4(31.6) 0.7 3,133.9(46.8) 2.9

昭和30年 1,687,3(23、1) 14.7 2,186.9(29.9) 3.5 3,467,9(47.4) 10.6

昭和31年 1,590.7(19.7) 一5
.7 2,674.0(33.2) 22.3

/
3,834.1(47.5) 10.6

昭和32年 1,621.4(18。6) 1.9 3,047.9(34.8) 13.9 4,128.0(47.1) 7.7

昭和33年 1,689.0(18.6) 4.1 3,045,7(33.5) 一 〇
.1 4,377,9(48.3) 6.5

昭和34年 1,774.4(17.1) 5.0 3,662.7(35.2) 20.3 5,004.2(48,1) 13.8

昭和35年 1,864.4(15.6) 5.1 4,474.1(37.2) 22.2 5,734.0(47.6) 14.5

昭和36年 1,979.8(14.7) 6.2 5,253.4(38.8) 17.4 6,344.7(47.0) 10.7
」

資料:国 民所 得 白書

:昭 和36年 価格=100と おいた実質額

カッ コ内は構 成比(%)

第11表 特 化 係 数一
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一30一
商 学 討 究 第15巻 第3号

第12表 国民生産所得変数への産業別寄与率

(単 位10億 円)

△Y △YI △YII △YIII

昭 和 28 年 489.6 一57 ,0(-11.6%) 183.0( 37.4%) 363.6(74.2%)

昭 和 29 年 113.9 9.4( 8.3 ) 14.8( 13.0 ) 89.7(78.7 )

昭 和 30 年 624.1 216.6( 34.7 ) 73.5( 11.8 ) 334.0(53.5 )

昭 和 31 年 756.7 一96 .6(-12.8 ) 487.1( 64.4 ) 366.2(48。4 )

昭 和 32 年 698.5 30.7( 4.4 ) 373.9( 53.5 ) 293.9(42.1 )

昭 和 33 年 335.4 67.6( 20.2 ) 一2 .2(一 0.7 ) 269.9(80.5 )

昭 和 34 年 1,308.6 85,4( 6.5 ) 617.0( 47.2 ) 606.3(46.3 )

昭 和 35 年 1,631.1 90.0( 5.5 ) 811.4( 49.8 ) 729.8(44.7 )

昭 和 36 年 1,565.5 115.4( 7.4 ) 779.3( 49.7 ) 610.7(47.1 )
1

資料:国 民所得白書,経 済白書 より算出
:36年 価格=100と おいた実質額

第13表 生 産 性 とそ の 変 動 (単位 千円)

磁 道1全 国hヒ 海道1全 国
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1 資料:道 民所得白書,道 民所得調査報告,国 民所得白書,労 働白書

:36G価 格 露100と おいて実額

'



北海道における景気変動(地 主)

第14表 生産 道民所得,就 業構造,生 産性

一31

昭和28年

昭和29年

昭和30年

昭和31年

昭和32年

昭和33E

昭和34年

昭和35年

昭和36年

(1)

YI

〈100万 円)

79.431

63,175

105,659

76,926

113,910

123,699

133,778

145,372

148,035

1

(2)

NI

(人)

829,600

837,520

847,966

843,250

843,150

839,000

835,220

779,229

764,150

(3)
YI/

/NI

(1千 円)

95,7

75.4

124.6

91.2

135.1

147.4

160.2

186.6

193.7

(4)
(3)の

成 長 率

(%)

一20 .3

49.2

-33 .4

43.9

12.3

12.8

26.4

7.1

(9)

YIII

1(100万 円)

(1①

NIII

(人)

皿

ω
YIII/

/NIII

(1千 円) 　

の
率
%

⑫

長
(

ω
成

皿

(5)(6)

YIINII

(100万 円)1(人)

116,038

112,584

118,834

134,698

149,121

149,975

161,028

185,775

210,414

420,447

420,334

413,618

444,932

442,015

450,300

460,600

515,419

538,130

(7)

YII/

/NII

(1千 円) 　

の
率
%

㈲

長
(

ω
成

E
276・Oi

267.8

287.3

316.9

339.3

332.6

347.9

360.4

391.1

一8 .2

19.5

29.6

22.4

-6 .7

15.3

12,5

30.7

昭和28年

昭和29年

昭和30年

昭和31年

昭和32年

昭和33年

昭 和34年

昭和35年

昭和36年

・▼155
,453

171,071

194,130

208,870

228,7Q9

252,032

277,734

305,109

334,044

624,560

666,260

605,120

754,208

783,285

822,070

850,600

882,962

905,840

248.9

256.8

320.8

276.9

291.9

306.5

326.5

345.6

368.7

全

(玉鋤

Y

(100万 円)

7.9

64.0

-4・3
.9

15.0

14.6

20.0

19.1

23.1

135。,9を3

346,829

418,623

1
1420,495

491・741

525,706

572,541

636,257

692,493

09

N

(人)
せ

1,874,607

1,924,114

1,973,600

2,022,390

2.099,150

2,111,470

2,146,420

2,177,505

2,208,120

体

㈲
Y/

/N
(1千 円)

187.2

180.2

212.1

207.8

237.6

248.9

266,7

292.2

313.6

　

の
率
%

⑯

長
(

㈱
成

3,7

17.7

2.0

14.3

4.7

7.2

9.5

7,3

資料:道 民所得白書,北 海道経済 白書,北 海道経済統計(拓 銀)
:昭 和36住 価格=100と おいた実質額



一32一 商 学 討 究 第15巻 第3号

第15表 鼠民所得,就 業構造,生 産性

昭和28年

昭和29年

昭和30年

昭和31年

昭和32年

昭和33年

昭和34年

昭和35年

昭和36年

(1)

YI

(億 円)

1,461.3

1,470.7

1,687.3

1,590.7

1,621.4

1,689.0

1,774.4

1,864.4

1,979.8

1

(2)-

NI

(千 人)

17,845

17,871

17,72・1

17,345

16,688

15,954

14,370

13,960

13,550

(3)
YI/

/NI

(壬 円)

(4)
(3)の

成 長率藍

刎

(5)

YII

(億円)

81.9

82.3

95.2

91,7

97.2

105.9

123.5

133.6

146.1

2,098.6

0.52,113.4

15.72,186,9

3,72,674.0

6.03,047.9

8.93,045.7

16。63,662.7

8.24,474.1

9.45,253.4

皿

(6)(7)

N・・Yワ 長
、1

(千人)(千 円) 　

の
率
%

㈲

長
(

一

ω
成

9,・41232.,1

9,3151226.9

9,460

10,441

10,667

11,211

12,100

12,710

13,470

231.1

256.1

285.7

271.7

302,7

352,0

390.0

2.2

L8

10.8

11.5

4.9

11.3

16.3

10.8

皿

ω ω
YIII/(IDの

/Nm成 長 率
(千 円)(%)

全
'一 ㈹ ⑳

YN

(10億 円)(千 人)

体 一'

(9)

YIII

華
(億円)

⑩

NIII

(千 人)

㈲
Y/

/N
(千 円)

㈹
⑯ の
成長率

(%)
「

昭和28年

昭和29年

3,044.2

3,133.9

12,5941241.7_

1
12,794i244.91.4

16

,604.1,39,480塵二辱麹
6,718,039,980

167.21-

　

168.。i。.5

昭和30年 3,467.9 14,128 245.40.2 7,342,141,310 177.7 5.8

昭和31年 3,834.1 14,314 297,821.4 8,098,842,100 192.4 8.3

昭和32年 4,128.0 15,485 266.6-10.5 8,797,342,840 205.3 6.7

昭和33年 4,397.9 15,955 275.63.4 9,132,743,120 21L8 3.2

昭和34年 5,004.2 15,810 316,514.8
110,441,342,180247.6 16.6

昭和35年 5,734.0 16,580 345・8}9・1 12,072,443,250
1279

.1 12.7

昭和36年 6,344.7 16,710 379・719・8 13,577,943,740 1310.4
1

11.2

資料:国 民所得白書,経 済白書
:昭 和36年 価格=100と おいた実質額



北海道における景気変動(地 主)

第16表 比 較 生 産 性

一33-一

1

道 降 国

昭 和28年

1

昭 和29年

1昭 和
30年1

昭 和31年

昭 和32年

昭 和33年

昭 和34年

昭 和35年

1
]

昭 和36狂

150

240

9ご
」0

4斗0

750

950

06工(

460

260

940

940

450

840

[140
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〇一き0
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皿 皿

首

}

、
フ
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941

戸
δ31
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341
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321
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除 国 首、,
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1

15
●

1

331

っ
∂

21

321

221

811

71
●1

除 国

931

印
⊃31
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331

041

821

221

621

621

541

64-
r

831

'b51

031

031

821

42
●1

221

注:第13表,第14表,第15表 よ り計 算



一一34一 商 学 討 究 第15巻 第3号

第17表 附 加 価 値 生 産性 と賃 金 率,北 海 道

(年率,単 位 千円)

鉱

業

昭和28年

昭和29年

昭和30年

昭和31年

昭 和32年

昭和33年

昭和34年

昭和35年

昭和36年

1生臨i同 品 差i同耀捌 謬 率 同有雛1同 絵 率
%1%

331

297

332

370

439

418

393

435

449

昭和28年

昭和29年建

昭和30年

昭和31年

昭和32年

昭和33年

昭和34年

設 昭和35年

昭和36年

257

240

228

241

226

228

229

237

248

一339
,7

3511.8

3811,5

6918.7

21-4。8

25-6.0

4210.7

143.2

259

271

303

344

334

345

371

374

12

32

31

-10

11

26

3

4.7

11.8

10。2

3.0

3.3

7.5

0.7

8

11

3.5

4.7

279

278 1 0.1

昭和28年 25■-
1

『 一 『 一

製
昭和29年 26716 6.斗 253 { 一

昭和30年 299 32 11.9 250 一3 一1
.2

昭和31年 338 39 13.1 253 3 1.2

昭和32年 361 23 6.8 269 16 6.3

昭和33年 342 一19 一5 .3 278 9 3.斗

昭和34年 377 35 10.2 299 21 7.6
、出

迎
昭和35年 423 46 12.2 319 20 7.0

昭和36年 484 61 14.5 300 一19 一6 .3

1

資料:毎 勤統計,北 海道経済統計(拓 銀)昭 和37年

1昭和36年 価格=100と おいた実質額



㌧

北海道における景気変動(地 主)-35一

第18表 附 加 価値 生産 性 と賃金 率,全 国

(年率,単 位 千円)

(1)
生 産 性

昭和28年

昭和29年鉱

昭和30年

昭和31年

昭和32年

昭和33年

昭和34年
業 昭和35年

昭和36年

329

282

305

378

438

379

346

395

463

昭和28年

昭和29年建

昭和30年

昭和31年

昭和32年

昭和33年

昭和34年

設 昭和35年

昭和36年

262

196

200

224

226

243

253

282

333

同融 差1磁 率 諮 率1同融 差 同晶 率
%%

.-47-12.2

238.2

7323,8

6016.0

5913.5

-33-8 .7

4914.2

6817.2

237

252

274

311

315

320

331

343

5

2

7

4
1

く
」

1

2

1

弓
∠

3

fl

l

6.4

8.7

13.6

1.3

1.6

3.5

3.6

一66

4

24

2

17

10

29

51

2.5

2,1

12.0

0.9

7.6

4.1

11.5

18.1

238

253

268

292

く
ゾ

ピ
」

4
ー

ヨ
↓

-

つ
乙

6.3

6.0

8.9

昭和28年 235一 一 一 一 一

製
昭和29年 231 一4 一1

,7 220 一 一

昭和30年 235 4 1.8 228 8 3.6

昭和31年 275 40 17.2 249 21 9.3

昭和32年 292 17 6.2 254 5 2.0

昭和33年 272
' -20 一7

.0 254 0 O

昭和34年 313
P41

15.1 272 18 7.1
、止

氾
昭和35年 367 54 17.3 286 14 5.2

昭和36年 401 341 8.5 297 11 4.0

一7 --7-一

資料:毎 勤統計

・昭和36年 価楕一100と わいた実質額



一36一 商 学 討 究 第15巻 第3号

第19表 単 位 賃 金 コス ト指 数

鉱 業 建 設 業

北 海 道 全

製 造 業

上昭 和
29年1

昭 和30年1

昭 和31年r

師32劇

昭 和33刷

昭 和34年1

　
昭 和35年1

　

昭 和36剰

87.3

81.71

　 り　

78.4t
79.9

87・81

85.3i

83.3

国1北 海 劃 全 国 北 海 劃 全 国

84.1

82.7

72。5

71.1

83.2

92.5

83.9117.9

74.1112.1

100.0

95.1

87.7

,4.1「

83.7i

,、.,}

81.、1

79.3

79.3

75.4

62.0

95.3

97.1

90.5

87。0

93.4

86.9

77.9

74.1

資料:第17表,第18表

齢 ・スト指数「 義 価藻 轟 ×1・・

第20表 実 質 分 配 道 民 所 得 (単 位100万 円)

陣 労所 側 個牒 主所得 法 人 所 得 陣 産 所 得

昭 和28年

昭 和29年

昭 和30年

日召 ラF031イ1三

昭 和32年

昭 和33年

昭 和34年

昭 和35年

昭 和36年

192・99・(56・1)1

210,413(58.1)
1

231,493(57.0)

248,401(61。1)

i272,342(57.8)

293,480(57.3)

119,731(34,8)

　
1118,294(32。7)l

l

136,782(33.7)i

l〔

118,407(29」){

[

i14・2,826(30.3)「

I

l62,108(31.7)1

35・.821(57.3)r178,719(28.9)1

16β15(4・7)i

ロ
16,369(4・.5)1

1

18,・82(4,5)i

{

23,349(5.6)l

I

29,277(6.2)〔

[

25,485(5.0)1

33,020(5,9)1

4・3,873(7,1)1

49・220(7・ 釧

14,777(4.4)

16,751(4・7)

19,436(4.8)

22,457(4.2)

25、878(5.7)

30,079(6.0)

3斗,875(6.4)

40,592(6.7)

43,916(6.7)

資料:道 民所 得 白書,北 海道経 済白書

;イ ンフ レー ター 昭和36年 価格=100



北海道における景気変動(地 主)

第21表 実 質 分 配 国 民 所 得

一37一

(単位 億円)

画 労 所 得 個人業主所得 腿 人 所 矧 貝オ産 所 得 その他

昭 和28年

昭 和29年

昭 和30年

昭 和31年

昭 和32年

昭 和33年

昭 和34年153・097(50・7)130t866(29・5)

昭和35年 、

昭 和36年167,954(50.1)135,676(26.3)

31,234(47.3)125,957(39.3)6,84・(1・,3)

33,344(49.6)25,711(38.3)5,962(8.9)

35,585(48.5)128,342(38,6)6,412(8.7)

39,441(48.7)28,789(35.5)9,185(11,3)

43・155(55・0){29・108(33・1)10・980(12・5)

47・691(52・2)i29・O'9(3'・8)8'896(9・7)

13,550(12.9)

60,487(50,1)133,036(27,4)19,090(15.8)

1

22・759(16・8)1

1,95・(3.1){

2,371(3.2)

3,171(4.2)

3,792(4.5)

4,367(5.0)

5,261(5.8)、

7,432(7.1)1

・7
,488(6.2)1

8,67・(7・1)「

1、207

1,162

1,297

1,188

1,675

2,208

2,139

2,337

2,414

資料:国 民所 得 白書,経 済 白書

:イ ンフ レー ター 昭 和36年 価格=100

第22表 分 配 所 得 構 成 比

勤労所得十個人業主所得

全 倒 北
…
道

得

[」
海

亜

北

人法

国全
一.

道
皿
海

%1% % %

昭 和28年 86.6 90.9 10.3 4.7

昭 和29佃 87.9 90.8 8.9 4.5

昭 和30年 87.1 90.7 8.7 4.5

昭 和31年 84.2 90.2 11.3 5.6

昭 和32年 82.2 88.1 12.5 6.2

昭 和33年 84.0 89.0 9.7 5.0

昭 和34年 80.2 87.7 12.8 5.9

昭 和35年 77.5 86.2115.8
1

7.1

昭 和36年i 76.4 85・9;16・8

匿

7.4

資料 全 国:国 民所得白書

北海道:道 民所得白書,北 海道経済白書
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第23表 製造業 におけ る附加価値 生産性,賃 金

(単位 千円)
1

昭 和30年 昭 和35年
『一 一 一'

北 海 道 全 国 北 海 道 全 墨
一一

従業員
　

従業員
㎜ 『 一一 一 一

従業員
'一

従業員
　 一}一

従業員従業員従業員従業貝
1人1 1人1 1人1 1人1 1人1 1人1 1人1 1人1

ケ月当 ケ月当 ケ月当 ケ月当 ケ月当 ケ月当 ケ月当 ケ月当

り附加 り現金 り附加 り現金 り附加 り現金 り附加 り現金

価 値給 与価 値給 与価 値給 与価 値給 与
1

旧

瑠

"

耶

鱈

踊

郵

即

…

卿

㎜

耶
旙ー2

郁

槻

卿

田

耐

M

畑

繋

羅

謂

御

㍑
舞

郡

襯

輔

柵

靭

漏

枷

掴

伽

旧

量
木

翌
禾

口
㎜

口
叩

当
禾

ロ叩

聾禾

翌
禾

独
禾

口
叩

口
叩

ロ叩

讐
木

紫
木

口
川

嬰
傭

械

目
バ

旦
ハ

械

愚
未

…総
灘

鵜
轡

蕪
饗

食

繊

衣

木

家

パ

出

化

石

ゴ

皮

窯

鉄

非

金

武

機

電

輸

度

そ

36・5111・7

24.69.5

16.87.9

19.4'10.0

18.310.6

46.017.3

43.717.0

68.519.5

94.720.9

44.113.6

27.712.9

36.614.0

51.822.7

60.419.4

27.813.5

30.315.1

30.315.5

40.216.4

3L920.7

28.415.8

21.8へ10.0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

5

4

1

4

5

0

3

7

2

7

7

9

3

8

9

2

4

0

8

1

5

1

1

1

1

1

2

2

2

3

1

1

1

3

2

1

2

2

2

2

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

3

0

9

9

7

5

5

1

0

2

1

1

6

5

0

7

9

4

5

5

3

2

3

2

5

5

0

6

5

4

5

8

9

4

4

6

6

7

4

3

1

1

'
8

'
3

9

9

鴻

ゆ

'
1

9

4

」

ほ

。
3

2

コ

漁

㎜

っ

つ

1

4

3

0

3

2

7

9

8

8

2

2

3

9

6

0

8

5

6

1

1

1

1

1

3

1

2

2

1

1

2

3

2

2

1

1

2

り
∠

∠
0

4
.

1

1

1

コ

。
2

鴻

つ

3

'
9

瀦

澄

2

ゆ

9
2

。
9

つ

⑩

鴻

}

』

50

28

22

33

22

12

41

74

95

24

24

69

73

55

58

36

103

1
0

塩∠

っ
0

0

8

4
-

4
.

(∠

(
∠




